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報告の概要

（1）東京での事例

（2）大阪での事例

（3）原子力発電所の事例

（4）地震調査研究に期待すること
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関東地震（1923年）の再現

世界の記録から推定された断層面

(Wald and Somerville, 1995年)
震度分布の再現

(壇・他, 2000年)
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超高層建築物の耐震設計への活用例

（1） 大崎駅西口南地区第一種市街地再開発事業施設

建築物

事務所棟24階、住宅棟25階

（2） 松戸市紙敷43街区土地利用計画

共同住宅16階

（3） 浜松町1丁目用地住宅等整備事業事業者施設

共同住宅24階

（4） （仮称）池之端2丁目計画

共同住宅30階

ビルディングレター（日本建築センター）より



建物の耐震設計のための
断層モデル設定への活用
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多賀・他 (2011)

上町断層帯で想定
された震源断層の
位置

地震調査研究推進
本部の強震動予測
のためのレシピに
基づく断層モデル
の設定



最大速度分布の例
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上町断層帯地震
による最大速度

大阪府 (2007)



３段階の設計用地震動レベル

レベル３A： 上町断層帯地震を考慮する際の基準となるレベル
で、大阪府市予測波の発生シナリオ35 ケースの平
均的なレベルに相当する。

レベル３B： 基準のレベルより高い安全性を求めて設定するレ
ベルで、より大きなばらつき範囲をカバーするレベ
ル。大阪府市予測波の発生シナリオ35 ケースの
70％程度を含んだ地震動レベルに相当する。

レベル３C： 基準のレベルに比べ、特段の高い安全性を求めて
設定するレベルで、さらに大きなばらつき範囲をカ
バーするレベル。大阪府市予測波の発生シナリオ
35 ケースの85％程度を含んだ地震動レベルに相
当する。
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３段階の設計用地震動レベル

いずれのレベルも法令で定める極めて稀に
発生する地震動（告示波）を超えるレベルの地
震動である。

構造設計者は建築主など関係者との協議
のもと、いずれかのレベルを設定して設計を進
めることとする。
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文部科学省（地震本部）：強震動評価 1995年～現在

内閣府（原子力安全委員会）：指針の改訂 2001年～2006年

経済産業省（原子力安全・保安院） 2006年～現在

電力会社・他：耐震バックチェック 2006年～現在

原子力発電所の耐震バックチェック



地震調査研究推進本部の
強震動評価の例

糸魚川-静岡

構造線

全長 112 km

松本における

強震動パルス 地震調査研究推進本部(2005年)
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検討用地震ごとに、
i) 応答スペクトルに基づく地震
動 評価
ii) 断層モデルを用いた手法によ
る 地震動評価

の双方を実施し、それぞれによる基準地
震動Ssを策定する。

原子力安全委員会の耐震指針
（2006年改訂）



原子力安全・保安院からの指示

経済産業省原子力安全・保安院は、既設発
電用原子炉施設等について、新耐震指針に照
らした耐震安全性の評価を実施し、その結果
を当院に報告するよう原子力事業者等に対し
指示しました。（2006年9月20日）
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東北電力 東通原子力発電所

＃13原子力・安全保安院（2011）



横浜断層による地震（モデル化の例）
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原子力・安全保安院（2011）



スラブ内地震（地震の想定の例）

想定十勝沖地震の震源モデル原子力・安全保安院（2011）



IAEA（国際原子力機関）への展開

原子力安全基盤機構では、機構の基盤研究成果を反映し、
地震本部による強震動予測手法の国際標準化に着手した。

2011年12月の第１回会合 (オーストリア・ウィーン)



＃17

１） 実務者とのキャッチボール

東京、大阪、名古屋

２） 審査段階での適用

超高層建物や免震建物の評定

３） 法令化、指針化

原子力発電所のバックチェック

４） 主要な成果（報告の題名）の英文化

断層モデルによる強震動の
予測結果を活用するための方策



主要活断層の評価結果（31地震）
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主な海溝型地震の評価結果（19地震）
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長期評価への期待：的中率の向上

（１） 長期評価結果：31活断層、19海溝型

2003年十勝沖地震

（２） 被害地震（長期評価なし）

2000年鳥取県西部地震

2004年新潟県中越地震

2005年福岡県西方沖地震

2007年能登半島地震

2007年新潟県中越沖地震

2008年岩手・宮城内陸地震

2011年東北地方太平洋沖地震
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巨大地震の震源域の候補
（活断層研究会, 1991に加筆）
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壇・他（2012）
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１） 短い活断層の取り扱い方の確立

２） 長大な内陸断層のレシピの追加

３） スラブ内地震のレシピの追加

４） プレート境界の巨大地震の強震動
と津波の統一震源モデルの確立

強震動評価への期待



南海トラフの想定地震の震源域

＃23内閣府 （2011）



内閣府の津波の計算用の断層モデル
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全域モデル

主部断層の応力降下量= 3MPa

内閣府（2012）より作成



内閣府の強震動の計算用の断層モデル
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地震本部の方法に基づく力学モデルの確立が必要

セグメントモデル

内閣府（2012）より作成



地震対策の流れ
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